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伊原 和人氏 （厚生労働省 政策統括官 (総合政策担当)） 
■第２部 シンポジウム「介護人材の確保・育成と需給ギャップ解消に向けて」
座長 田中 滋（公立大学法人埼玉県立大学 理事長） 
講演１「介護人材の確保・育成と需給ギャップ解消に向けて」 
  金子 直史氏（埼玉県福祉部高齢者福祉課 課長） 
講演２「介護人材の高度化と多様化 ～伴走支援できる仕組みの構築～」 
山田 尋志氏 （地域密着型総合ケアセンターきたおおじ 代表 
社会福祉法人リガーレ暮らしの架け橋 理事長） 
講演３「介護人材の確保・定着に向けた 教育・研修プログラムの提案と紹介」 
田口 孝行  （埼玉県立大学保健医療福祉学部理学療法学科 教授） 
講演４「認知症施策「共生」と「予防」の実現化を目指して 
～意思疎通が困難な認知症高齢者を理解する…その方法～」 















































































うした集合型研修と直接支援、要は、Off the Job 
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入院 132 132 140
外来 783 794 753
介
護
施設 104 121 162
居住系 46 57 76




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































公益社団法人全国老人福祉施設協議会 会長 石川 憲 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 副会長 木村 哲之
公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 本間 達也
公益社団法人日本医師会 会長 横倉 義武 公益社団法人日本医師会 常任理事 江澤 和彦
公益社団法人日本認知症グループホーム協会 会長 河﨑 茂子 公益社団法人日本認知症グループホーム協会 副会長 佐々木 薫
一般社団法人日本慢性期医療協会 会長 武久 洋三 一般社団法人日本慢性期医療協会 副会長 池端 幸彦
「介護現場革新会議」委員
23
宮城県 福島県 神奈川県 三重県 熊本県 横浜市 北九州市
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（年齢 42.9歳 勤続年数 6.6年）
263.9
福祉施設介護員（全国） 239.7千円
（年齢 41.9歳 勤続年数 7.0年）
産業計（埼玉県） 336.4千円




















































































































































































































































































































































































































上位認証 認証 宣言 全事業所数
























































































































































































































































１法人あたりの数 上位認証法人 認証法人 差
ブース訪問者 28.8人 15.7人 １．８倍
























































































































































































































































































































































































































































































































































世帯 2018年 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年 2012年 2011年
独居（近居家族無） 23.4% 23.4% 23.1% 21.9% 21.2% 19.2% 17.7% 16.4%
独居（近居家族有） 14.5% 14.5% 13.8% 12.9% 12.3% 12.6% 10.8% 11.2%
配偶者と2人暮らし 14.4% 14.4% 14.2% 14.7% 14.8% 14.7% 14.5% 15.0%
子どもと2人暮らし 13.0% 13.0% 12.3% 12.0% 12.4% 11.8% 11.9% 11.4%
子ども世帯と同居 27.9% 27.9% 30.2% 32.2% 33.0% 35.1% 38.2% 39.8%
その他 6.8% 6.8% 6.4% 6.3% 6.4% 6.6% 6.8% 6.3%
総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
回答数 38,412 39,071 40,312 28,329 26,304
距離 2018 2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011
同一建物 10.4% 10.2%
同一敷地内 2.7% 2.9% 11.6% 10.9% 10.8% 10.4% 7.4% 7.7%
１㌔前後 31.2% 30.5% 30.2% 30.2% 30.5% 29.2% 29.9% 30.6%
５㌔前後 41.2% 40.7% 42.6% 42.1% 43.1% 42.9% 44.2% 42.1%
１０㌔前後 11.9% 12.6% 11.8% 12.6% 11.7% 13.2% 13.9% 14.5%
それ以上 2.8% 3.1% 3.9% 4.2% 3.9% 4.4% 4.5% 5.1%
総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


















































































































































福祉用具と住環境に関する領域 福祉用具と住環境 2 30(0) 講義・演習
認知症に関する領域 認知症のある人への生活支援・連携 2 30(15) 講義・演習
心理・社会的支援の領域
心理的支援の知識技術 2 30(15) 講義・演習






個別介護計画作成と記録の演習 2 30(0) 講義・演習
自職場事例を用いた演習 1 30(20) 演習・講義











チームマネジメント 2 30(15) 講義・演習
介護業務の標準化と質の管理 2 30(15) 講義・演習
法令理解と組織運営 1 15(7) 講義・演習
介護分野の人材育成と学習支援 1 15(7) 講義・演習
自立に向けた介護実践の指
導領域
応用的生活支援の展開と指導 2 60(40) 演習・講義
地域における介護実践の展開 2 30(0) 講義・演習
Ⅱ類 計 255(121)
































１０名のＡユニット 早出 ７時～ １６時 １名
アテンド日勤 ９時～ １５時 ０．７５名
遅出 １２時半～２１時半 １名
アテンド夜勤２１時～ ７時半 １名

















































































































































































































































































































































































































































多職種連携（IPW）の定義 CAIPE, UK 2002


























































































































































































































































































































































































課題2 : 再発予防 課題3 :日常生活の再構築（生活リズム,ADL,役割）
課題4 : 生活環境の再構築




保健師 看護師 准看護師 社会福祉士 介護福祉士 訪問介護員
2003年 3.5 30.4 7.2 6.5 32.6 12.8






































































































































































































































































































































































































































































































2015 525 65 7 1
































































Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2019 ■ 
第２部：パネルディスカッション 
 
座 長  田 中   滋 
     金 子 直 史 氏 
     山 田 尋 志 氏 
     田 口 孝 行 
     羽田野 政 治 氏 
 
司会：それでは、パネルディスカッションを始めさ
せていただきます。ここからは、パネルディスカ
ッションの座長であります、田中滋が担当いたし
ます。それでは、よろしくお願いします。 
田中：では、今から30分少々残っています。それぞ
れの素晴らしいお話の中身をちょっとずつ拾って
いってもよいのですが、それよりもあまり触れら
れなかったテーマを取り上げて伺うことにします。
まず外国人介護労働についてお聞きします。 
介護人材不足に対応する第一の手立ては、生産
性向上です。2番目は介護職の処遇改善と社会的
地位の向上でしょう。重要度からみて外国人労働
問題は3番目。ただし、この分野の一部の方々から、
外国人人材をどうすべきか、あるいはどうなって
いくのだろうなどの質問を聞く機会が珍しくあ
りません。このテーマについて、それぞれの立場
から、外国人人材の扱いをどういうふうに理解す
べきかご発言ください。「実は大したことない問
題だ」という答えでも構いませんし、「いや、こ
ういう課題があるかもしれない」とのご指摘でも
結構です。特に方向は絞りませんので、好きなよ
うに話していただきたい。金子さん、お願いいた
します。 
金子：外国人ですけれども、行政の立場としては、
非常に難しいと思っております。といいますのは、
施設の方にお話を聞いても、それぞれ「絶対必要
だ」という施設もありますし、「いや、必要ない」
という施設もあります。ただ、介護労働安定セン
ターの調査は、昨年よりも今年のほうが、外国人
の受け入れ意向の数値がちょっと下がっている。
これは、恐らく技能実習生を念頭に置いていた施
設が、ここに来て特定技能が加わって、どういう
対応を取っていいのかよく分からないという話を
聞いています。 
ですので、私どもの今のスタンスは、外国人を
受け入れたいという施設については支援をする
と。今年度は、外国人の方に対して施設が日本語
の支援をするとか、生活費の支援をするとか、そ
ういった補助制度を立ち上げたところです。 
あと、行政として、どこまで手を伸ばしていい
のかというのも難しいところです。技能実習制度
の監理団体、特定技能で来た方の登録支援団体な
どは民間の団体が絡んできますので、行政がどこ
まで手を出していいかという点で悩んでいる部
分もございます。今後、どのように県が関わって
いくのかというところは、適宜施設の方と話し合
いをしていきたいと思っております。 
田中：ありがとうございます。山田さん、お願いし
ます。 
山田：外国の介護人材の方について受け入れること
について、基本的に優秀な人材が入ってきていた
だくことについては歓迎したいと考えています。
ただ、今現在、EPA、技能実習、在留資格、特定技
能という、4つの仕組みがあるんです。EPAだけが、
公的な仕組みがしっかりと支えていて安心なんで
すが、その人数の割り振りが決まっていますので、
ほとんど人数的に人材不足に対応するものではな
いです。 
残る3つは、やはり国によってあっせんする業
者さんのあっせん料の上限を定めている国が3つ、
上限がない国が2つ、あっせん料の徴収を認めな
い国が幾つかあると聞きますけれども、やはり、
相当借金を背負ってお越しになるケースが多く、
かなりの課題がある状況ではある。そういう部分
について、受入側の管理団体、あるいは送り出し
団体の適切な仕事をきちんとマッチングすると
いうことは大変難しい状況で、うまくいっていな
いケースが本当に後を絶たない状況です。ですか
ら、介護人材を受け入れる仕組みの課題があまり
にも多いということです。その部分を、ある程度
公的な仕組みをとりれることが検討課題ではな
いかと考えています。 
受け入れる施設の課題です。私どものリガーレ
では、フィリピンからこの10月に６人お越しいた
だきました。そういう方たちを受け入れたという
ことを、各法人が地域にきちんと周知して、一緒
に安心な暮らしを実現していこうということ、あ
るいは宗教の問題、教会がどこにあるのか分から
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ない、あるいは食材の問題で、買い物するところ
がなくて困るとか、そういう生活支援の問題など
を、グループで共有し解決していこうなどと議論
し始めています。そういう受け入れ側の生活支援
といった問題も考えて、丁寧にやっていかないと、
いい意味での人材の確保に繫がらないだろうと
思っています。 
田中：ありがとうございました。実際に取り組んで
いらした立場から、問題点を的確に把握してご説
明いただきました。ありがとうございます。田口
教授、お願いします。 
田口：私の教育という立場で考えますと、外国人の
介護人材を単なる介護労働者というような位置付
けで雇うのか、介護専門職としてチームの一員と
して機能させるような人材を目指すのかというこ
とによると思います。 
単なる支援、介護をしてもらうというだけでは
なく、チームの一員として支援（介護）する人材
ということであれば、外国人と日本人ではやはり
文化の違いとかもあるかと思いますので、外国人
の介護労働者としての教育が必要であろうかと
思います。また、受け入れ側につきましても、そ
のような外国人労働者（支援者）を受け入れるた
めのチームとしての教育ということが研修も含
めて必要になろうと思います。今後のチーム活動
において、やはり外国人労働者（支援者）も含め
て「お互いから学ぶ、お互いに学び合う」という
ような研修が必要ではないかと思います。以上で
す。 
田中：ありがとうございました。外国から来た人だ
けではなくて、チームとして迎える側も研修等を
経ていないと浮いてしまう、そこは大事ですね。
ありがとうございます。外国の方は言語が違うわ
けですから、将来は言語問題についてAIを活用で
きるようになるかもしれません。羽田野さん、い
かがですか。 
羽田野：確かにおっしゃるとおりです。言語を使っ
たコミュニケーションは、人類学的に最も古くて
最も重要な手段です。と言っても、例えば、地理
的に違った言葉をしゃべるわけで、それがグロー
バル的になれば、当然そこには、いろんな言語の
やりとりが起こってくるわけです。AIには、かな
りしっかりした言語辞書ができていて、今後こう
いうコミュニケーションの問題が出てきたとして
も、言語的なコミュニケーションに関しては、自
動翻訳機能などにより問題なくなると思います。 
むしろ制度的なところでお話しすると、日本に
来たいのだけれども、日本は移民体制が非常に難
しい国だと海外でよく聞きます。移民という言葉
は、われわれにとってみればあまり馴染みがない
のですが、日本に憧れている彼らは日本語を勉強
して、日本での永住を目指して日本にやって来る
のです。彼らは初めは日本で働けるように労働ビ
ザをもらい、日本語を学ぶというような勢いがあ
るのですが、なかなかその壁が高いようです。 
むしろ、日本に来ると、もちろん今先生がおっ
しゃるように、技術を学ぶというより労働力にな
ってしまうのです。日本の素晴らしいおもてなし
の介護、認知症や高齢者介護に関しては世界でト
ップだと思います。そういうものを外国人の方々
に教えることによって、その方々の国も、今後ま
さに日本と同様に認知症介護が増えるわけです
から役立つはずです。つまり、技術が学べるよう
な状態にするべきですが、どうしても介護職不足
のため、運用的な問題になると、労働者になって
しまうようです。むしろ外国人雇用の制度のとこ
ろをもう少し技術を学べるような環境にしない
と、なかなか外国人の方が来てくれるという、希
望的観測は遠いのではないでしょうか。これは現
実的なお話です。 
それから、ここ数年、中国がものすごい勢いで
認知症の方が増えてきています。そうしますと、
アジアの人たちは日本と中国のどちらかを選ぶ
ようになると思うのです。今までは、アジアの人
たちは日本に憧れ、日本の優れた技術を学びたい
と思っていたわけですが、徐々に中国に行ってし
まうでしょう。中国の人たちにとっても、高齢者
の増加や認知症問題に加え、一人っ子政策もあり
介護人材が足りなくなるので、アジアの人たちを
どんどん好条件で雇用してしまうと、本当に日本
に来る人たちがいなくなってしまうかもしれま
せん。 
これは私の考えですが、AI等の自動翻訳機も使
えるようになるのですから、日本の先端的な介護
の技術をきちんと学べるような仕組み、それがま
ず、この人材確保と外国人の雇用に関しては、大
事になってくるのではないかと思います。 
田中：ありがとうございます。だいたい皆さん一致
していらっしゃるように、日本の労働力不足を外
国人で埋める発想は、ある意味で無理筋だとまと
められます。もし一定期間、一定程度外国から介
護従事者が来たとしても、これからは国際競争で
他の国と競争しなくてはならない。特に英語がで
きるフィリピンの人はカナダやオーストラリア、
香港との間で獲得競争になります。加えて、東ア
ジアの国々もこれから急速に高齢化してきます。 
とはいえ、アジアの若者が来日して数年間日本
の現場で従事し、優れた介護技術、あるいは看護、
さらには地域包括ケアシステムを学び、帰って自
分の国に貢献することが主目的と割り切れば、出
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身国の高齢者ケア人材幹部候補に選ばれる将来
は大変好ましい姿です。これなら、皆さん賛成だ
と思います。ただし、今日の副題である我が国介
護人材の不足問題に対する解決策とは全然違う
ので、むしろ日本の国際貢献策、アジアの国々と
仲良くするための施策として、位置づけられるの
ではないでしょうか。ありがとうございます。 
2番目の課題に移ります。今日は、主に介護の話
をしてきましたが、介護と医療は切り離せません。
医療と介護の連携をどう進展させるか。日本の急
性期医療病床では、相変わらず拘束を行い、ADLを
低下させているのではないかとの批判を口にさ
れる慢性期側の声を耳にします。そこで、医療と
介護の関係について、皆さん発言をお願いします。 
金子：医療と介護のところは、連携の要というのは、
やはりケアマネかなと思っています。私の課でも
ケアマネの研修などをやらせていただいておりま
す。医師会、ケアマネから見ますと、医療関係者
の方の壁が高いといいますか、お互いさまという
部分はあるかもしれませんが、そういう意識があ
るかもしれません。 
ただ、埼玉県は在宅医療連携拠点というのを30
カ所つくっていて、そこでは連携が進んでいます
ので、随分良くなったなとは思うのですが、研修
などをやると、まだそういう話が出ています。で
すので、私どもの課としても、今は医師会さんと
連携した研修などをやっております。やはりケア
マネがどうしても要となると思いますので、引き
続き多職種連携による研修会など医介連携を図
っていきたいと思います。 
田中：医療・介護と福祉の連携は多くの場合まだ難
しく、福祉側から見れば、急性期病院の若い医師
は、高齢者の在宅生活に対する想像ができていな
い。ありがとうございます。山田さん、お願いし
ます。 
山田：介護保険制度が始まる年度の、京都府医師会
のシンポジウムで福祉関係者は私だけでしたが、
コーディネーターの医師会会長から「山田さんに
聞きたいが、なぜ福祉の人は医者を嫌うんですか」
という質問を受けたことがあります。その時説明
したのが、いわばキュアとケアの仕組みの違いで
はないかという話をさせていただきました。完治
を目指す急性期医療のヒエラルキー、要するに、
一番上にドクター、その指示の共にコメディカル
スタッフ、その下に患者がいる、患者さんは短期
間の完治を望むので、安静にしなさい、飲酒はダ
メなどの指示管理を受け入れています。 
ところが、ケアの場合は、今のヒエラルキーで
言うと、一番頂点に個々の生活をする方がおられ
て、それを医療、介護などの専門職と、さらに隣
人、家族など非専門職が対等な関係で個々の暮ら
しを支える、そういう下から支えるところに、上
から管理する価値観を持ち込まれると混乱する
んですという、そういうキュアの仕組みをこちら
に持ち込むのを拒むのであり、ドクターを嫌うと
いうことではありません、とりわけ急性期医療に
関して大変敬意をはらっているというお話をし
ました。 
そういう意味では、京都の看護協会から、京都
地域密着型サービス事業所協議会に対して、病棟
看護師さんの小規模多機能型居宅介護事業所で
の研修依頼がありました。毎年30名程度が研修さ
れるというのを繰り返されて、報告書を読んでみ
ますと、やはり病棟における看護師さん、特に認
知症の方に対する思いは、180度変わったという
レポートが多くよせられていました。認知症高齢
者、それもひとり暮らしの高齢者が病棟ではなく
地域で暮らすことができる、やはり病棟で認知症
の方と向き合う自分たちに課題があったことが
分かったというようなレポートを読みました。 
そういう意味では、キュアという場面で訓練さ
れてきた医療スタッフの皆さん方と、高齢者の地
域での暮らしの継続をささえている介護福祉士
などケアに従事する専門職とが、時間がかかって
も、暮らしを支えるこれからの専門職の在り方を
生み出す文化が、日本にも根付くようになると、
そんなふうに感じています。 
田中：ありがとうございました。医療と介護は隣り
合っているけれども、目的が違う。急性期医療と
末期医療もそう。急性期医療の現場、救急救命と
か臓器別の疾病を治す医療は、生活から切り離さ
れた場所で行われます。患者が高度な医療を受け
る効果と、退院後の生活課題は違います。次に、
本学IPWの責任者としても、ご自身の専門であるリ
ハビリテーションこそ、医療と介護と両方に関わ
るかと思うのですが、どうぞ意見をお願いします。 
田口：私個人は理学療法士、リハビリの専門職です。
病院と介護の連携というところで言いますと、先
ほど埼玉県内で30の連携拠点があるという話があ
りました。その中で、同職種であっても、病院、
老人保健施設、老人福祉施設でどういう取り組み
をしているのか分かっていないというところが多
々あります。それは、私はたまたま医療職ですが、
そこに限らず他の職種でもこのようなことがある
のではないかと思っています。同職種であっても
そういうような状態であれば、やはり違う職種だ
となおさら知らないのではないかと思います。 
当然のことながら、急性期や回復期など、それ
ぞれで必ず求められている使命があって、求めら
れている内容も違うので、そこを中心にせざるを
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得ないとは思います。でも、病院も地域に括られ
る一つですので、もう少し病院の方でも、この患
者さんは次にどうなるのかというプロセスを分
かってほしいという気はしています。 
以前の勉強会の中での話でありますが、病院が
終わったところで、「ケアマネさん、お願いね」
ということで渡される。「渡される」という言い
方はごめんなさい、ちょっと不適切ではあります
が、引き継がれることが結構あるというような話
を聞いております。「お願いね」と言われても、
どうするんだということですので、次のプロセス
も推測して、もう少しその中にどういう医療的な
処置などが必要だとか、気をつけなければいけな
いことだとかの引き継ぎは大事だと思います。や
はり、お互いにどういうことをやっているのか、
どういうことをやってきたのか、どういうふうに
説明したら分かってもらえるのかということが
大事であって、お互いの仕事内容を分かっていな
いということが最大の問題ではないかというふ
うにも思えます。 
やはり、そういった部分もお互いに学び合うと
いう姿勢や態度をもって、チャンス（機会）をつ
くることが必要ではないかと思います。忙しくて
そんな機会を取る時間がないという話をよく聞
くのですが、何とかしてそういう時間、チャンス
（機会）をつくる必要があるのではないかと思っ
ております。先ほども話に出ました他専門職の
「壁が高い」という意識についても、やはりお互
いを知らないからというようなことが原因の中
心ではないかと思います。そういう根本的な教育
なり研修なりというところが必要ではないかと
思います。 
田中：ありがとうございます。そのとおりですね。
進んでいる地域を観察すると、異なった職種の人
たちが一緒に勉強会、それもかなり工夫をした勉
強会を行っておられる。座学ではなく、例えばワ
ークショップで職種の役割を変えたりして、学び
合おうとなさっておられます。事例検討にあたり、
医師会長が看護師の役を受け持ち、看護師がケア
マネの役を務めるなどの工夫で、違う立場を理解
していく。 
もう一つは、優れた急性期病院では入院の初期
段階から退院支援のチームが在宅側と連携する
仕組みができている点です。一方、全くそのよう
な仕組みが準備されておらず、急に、「ケアマネ
さん、お願い」と退院の日か前日に病院側から言
われるのとでは、全然違いますよね。続いて羽田
野さん、お願いします。 
羽田野：現場で少し医療チームの方々とお話しする
ことが結構あるのですが、その時感じることが一
つあります。在宅医療の先生や看護師の人たちが
頑張っているのですが、その在宅医療の先生たち
も、だいぶ在宅でも重度化した認知症の人がみら
れるようにもなってきたといっていますし、むし
ろほとんど認知症の無い人はいないようで、在宅
医療が、かなりつらくなってきたと言います。 
在宅医療の先生方がいうには、今までは、比較
的在宅ではセルフケアの方が多いのですが、最近
は、認知症に対する知識がないと治療するのが難
しいようです。今までは、認知症の専門医の先生
方と勉強するというような形で知識を付けて、在
宅診療を進めていたのですけれども、なかなか認
知症ケアは思ったようにできず、拒否される状態
も見られるようで、まさに認知症の人の在宅医療
はIPWで介護士さんと連携するとか、医師として
も介護士のように認知症ケアの出来る専門性が
必要だといいます。 
だから、例えば、臨床に対して少しお話をさせ
ていただくと、皆さんも85歳になれば二人に一人
は認知症になる時代で、もはや認知症は誰もが成
りうる病でもあるのです。どのみち認知症になる
のであれば、出来るだけ自分のやってほしいこと、
やってほしくないことなどを今のうちにメモし
ておくことが大切です。それを知っている医師や
看護師にケアされるのと、知らないでケアされる
のとでは、大きな違いがあるのです。しかし残念
ながら、今は本人のニーズが反映されているケア
は殆ど見られません。同じように、ほとんどの認
知症の方の意志を理解してケアしている介護士
もいないのが現実です。認知症になってしまうと、
そういうニーズや意志が的確に表現できなくな
っているので、やっぱり、医療職介護職は主観的
なケアの傾向になってしまいがちです。だから、
そういう問題をきちんと相手の立場に立って提
案して、それに合わせて専門的な想像力を働かせ
て医療行為をやるということが重要になると思
うのです。 
いい例が、在宅で暮らす認知症の人は、施設で
入居している人に比べ、日常生活動作を失うこと
のスピードが遅くなるといわれています。なるべ
く住み慣れた家に住むことは、時間や空間や状況
のつながりが保てるので、不安が軽減されるので
やっぱりいいなと思えるだけで、BPSDも緩和され
るのです。本人がいて、家族がいて、そこによく
理解してくれている介護士さんがいて、その周り
に訪問医や訪問看護師などの医療職がいること
で、認知症の人に接する機会の多い介護者との関
わりが増えることで、情報を共有するというよう
な流れが出来ると思うのです。 
ですから、医療に対しては、確かに具合が悪く
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なったり、異常行動が起こると何が何でも病院に
連れて行ったり、在宅医にすぐに電話するなどの
医療がいまだに続いています。とにかく病院に連
れていって死なせない介護をするのではなくて、
やっぱり安心して、その人の言動を理解してくれ
るような専門的な想像力を働かせてくれるよう
な医療、介護スタッフにケアしてもらいたいです
ね。 
田中：ありがとうございます。病院医ではなくて在
宅医の中での、専門的な連携の在り方が大切です
ね。2040年には、在宅での医療が、外来医療、入
院医療と並ぶ3つ目の柱になっているでしょう。な
お認知症対応は残る課題です。 
時間が限られています。ここは大学ですので、
残念ながら授業時間の関係で、会場の学生が始ま
りのころより減ってしまいましたが、若者に対す
るメッセージを最後に言っていただきましょう。
地域課題を理解し、尊厳あるケアができるような
若者を教育することが本学の使命です。後で皆さ
んのお言葉は私と田口先生で伝えますので、若者
への期待を言っていただけないでしょうか。本学
だけではなくて、日本全体の若者にも、お願いし
ます。 
金子：期待していることなんですが、とにかく現場
をぜひ見ていただきたいと思います。私が施設の
ほうに訪問した時に、必ず思うのは、本当に人が
人を助けている、介護している姿、輝いているん
ですね。本当にどこの施設へ行っても、皆さんが
笑顔で「こんにちは」「おはようございます」と、
本当に明るく仕事をしているんです。 
基本的に、やはり介護をやっている方々は人に
優しい。人が好きなんだろうと思います。ですの
で、そういった方々が集って仕事をしている職場
というのは、やはり素晴らしい職場ではないかと。
ぜひ一回現場に行って見ていただければ、その素
晴らしさが分かると思います。 
この前施設に行った時に聞いたんですが、学生
さんは就職するときに、介護という選択肢もある
らしいんですね。ただ、学校の先生とか親が、「い
や、介護はきついから、やめておいたほうがいい
んじゃないの」と、そういうふうにして、親とか
就職担当の先生が順位を下げているという実態
があると。これは少し何とかしなければいけない
と思います。 
また面白い話も聞きました。やはり就職をしよ
うとして、施設に見に来た、体験をしに来た方が、
親御さんと一緒に来て、その親御さんがその施設
を気に入って、そこに就職したという例がありま
す。親と体験の職場ツアーなんかをやると、非常
にいいんじゃないかと思いました。 
とにかく、ぜひ一度介護の現場に足を運んで、
その実態を見ていただければと思います。以上で
す。 
田中：星の付いた職場を見ると、高校の先生も連れ
ていきたいですね。ありがとうございます。山田
さん、お願いします。 
山田：これからは、家族が傍にいることを前提とし
た仕組みは成り立たない時代がやってくるのでは
ないかと言われています。それから、地域の支え
合いも大変脆弱化している。ですから、いわばそ
んなときに認知症を含めて、いろんな障害や困難
に直面したときに、誰が尊厳ある人生を支え、実
現するのだろうか、それに対して、私はやはり介
護専門職、福祉専門職の役割はなくてはならない
仕事になっていく、成熟社会にとって、どうして
も欠かせない職業になっていくというのは、もう
間違いないと考えています。 
そういう意味では、若い方たちが目ざすには、
まだまだ養成の仕組み、社会の評価、全てにわた
って、なかなか厳しい現状であることは事実です。
しかし、20年後、40年後に向けて、社会全体が介
護・福祉専門職を高度な専門職として医師・看護
師などのように、しっかりとした専門性と報酬を
含めた社会的な評価に向かわざるを得ないと思
います。その養成の仕組みなど、できる限り早い
段階で大きくかじを切ってほしいし、先ほど申し
上げたように、やっぱり大学院を設けるなどによ
り若い研究者、指導者群養成に対してどんどん予
算を投入していただきたい。今年３月の地域包括
ケア研究会報告書にもこのことは書いていただ
いていますが、そういう制度の仕組みも、夢のあ
る方向に進むんじゃないかと確信しています。あ
る介護施設経営者が、介護職は10年経過すると目
指すものがなくなるという話をされていました。
医師・看護師のキャリアデザイン、例えば整形の
先生であれば、整形の学会で学び一定の専門医と
しての認証を獲得するなどの仕組みがあります。
看護にも認定・専門などのキャリアを進めていく
仕組みがあります。福祉・介護にもそのような仕
組みをつくっていくことが必要です。 
最後は経営の課題です。介護の専門性、福祉の
専門性について、おそらくこれからは、地域での
暮らしを実現できる関係性や新たな地域資源を
つくっていくことが中心的な課題になると考え
ています。そのためには、それぞれの住民の生活
圏域で伴走できるために、地域の身近なところに
サービス拠点をつくっていくことが経営者に求
められます。そこで初めて、働く専門職にとり創
造的な仕事が可能になる、そのように考えていま
す。地域に密着した複合型の拠点づくりを考えて
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いくことが経営者の責任かと考えています。 
田中：ありがとうございます。しばしばこの件は、
現場の話か、飛んで国や県の政策の話になってし
まいがちです。実はその間に経営者という存在が
あって、その役割がいかに重大かをご指摘してい
ただいて、大変助かりました。田口教授、お願い
します。 
田口：私は大学で学生教育に関わっていてよく感じ
るのは、学生はマニュアルを求めたがるというこ
とです。専門技術のマニュアル的なことを教えて
ほしいというような感じのことをよく耳にするわ
けです。医療現場において、やはり命に関わると
ころ、例えばリスク管理マニュアルといったもの
はあろうかと思いますが、生活を対象とした場合
には、これはマニュアルというよりは、やはり考
えて行動できるということを身に付けなくてはい
けないのではないかと思います。ですので、私は
授業では、教科書はマニュアルではなく、考える
際のガイド、方針的なものだと学生には言ってお
ります。 
対象とする人々の生活に関わる場合は、マニュ
アル的な専門ではなく、創造的な専門を自分で開
発または探るような姿勢や態度をもってほしい
と常々思っています。そのためにはやはり、「こ
うした方が良いのではないか」「ああした方が良
いのではないか」ということを発想できる、また
は試そうとする積極的な意欲・思考が必要ではな
いかと思います。 
一方、卒業生から話を聞きますと、現場では「こ
うあるべき」「そうあるべき」「こうするべき」
「そうするべき」というふうなことを言われるの
だそうです。確かに、そうしないと危ない、危険
であるということはあろうかと思います。しかし、
若い人たちに「こうしたらどうか」「ああしたら
どうか」というようなことを試させるような、試
してもらえるようなチャンスや環境を与えられ
るような受け入れ側の心構えも必要ではないか
と思います。 
ですので、若い人たちは「こうした方が良いの
ではないか」「そうした方が良いのではないか」
という創造力と行動力をもち、受け入れ側として
は「こうあるべきだ」というふうに決めつけず、
やらせてみるというチャンス（機会）を与えるよ
うなことが必要ではないかと思っています。以上
です。 
田中：ありがとうございます。本当ですね。学生の
ほうが最新の技術や理論を知っていて、現場の関
係者は20年前のことしか知らないケースはよくあ
る話なので、大変重要な指摘でした。最後になり
ましたが、羽田野さん、お願いします。 
羽田野：私が若者に言いたいのは、介護現場でお年
寄りや、認知症の高齢者と接するだけでも、充分、
楽しみを覚えられるということです。若いころは、
接し方が分からず知識もなかったので、どうした
らよいのだろうと不安や恐れがあったのを覚えて
います。その頃は、認知症に対して思い込みが強
かったと思います。でも、学んでいく事で、自分
が穏やかに接すれば、認知症の人も落ち着いてい
てくれることに気づいた時は、正直、専門性を感
じました。逆に今は、関わり方にルーチンらしき
ものがあって、感動が少ないのじゃないですか、
見ていてそう思います。だから、何か関わりでう
まくやったときに、褒めてあげるというのは、や
っぱり上司に必要だろうし、上司の務めだと思う
のですよね。 
大事なことは、今まさに皆さんの実践を通した
経験則として関わってきた時代背景から学んだ、
知識を学習させた介護専門の人工知能のお話を
今日したわけですが、恐らくここ1～2年で、若い
皆さんは当たり前のようにこのシステムを使っ
ているかもしれません。当たり前のように、多職
種の一員として人工知能に耳を傾けているかも
しれませんね。もう既に皆さんのポケットやカバ
ンの中には携帯が入っていると思います。その携
帯では、正しい接し方や認知症の特徴や、いろん
な状況での正しい介護の在り方を教えてくれる
と思います。 
そのように、人工知能に順応してもらえるのは、
やはり若い人じゃないかなと思います。これは、
実際に私が体験しているから分かります。人工知
能をつくるときの学習データや教師データをつ
くるときに、医療や介護の専門スタッフはかなり
いるのです。20名の介護のベテランスタッフから、
7～8名のケアマネが関わるのですが、それを新た
な発想と創造力を持ってスマート的なケアに落
とし込むというのは、やっぱり若い人たちです。 
ゲーム世代でやってきた人たちが、ゲームの感
覚で介護の新しいサービス提供をつくってしま
う。これが実は、私達を救ってくれる一つの知性
でもある。彼らに、いつも何をやっているかと聞
くと、AKBのコンサートなんかには、連絡取りあっ
て何が何でも行くのですよ。そういう若い人たち
は、お年寄りに対してもすごく礼儀正しくて、尊
厳を持ってアプローチするのです。その想いの中
には、きっと若い人たちのAKBへの関わり方と似
た関わり方が介護の中にあるのかもしれません
ね。だから、そういうところをもうちょっと、き
ちんと引き出してあげたら、きっと高齢者や認知
症の人への無条件の愛や微笑みや感謝の気持ち
など、若い感性が、今後の先端的なシステムケア
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に受け継がれていくように思っています。 
田中：ありがとうございました。150年超の歴史があ
る近代医学に比べると、介護分野の成立はせいぜ
い20年か30年前からです。1990年ごろ、今でいう
要介護者の家庭に役場が措置した従事者の多くは、
ほとんど家政婦派遣所に属していたと言われてい
ます。それが専門職になっていった変化は、本当
にここ20年なのでまだ新しく、これからも若者の
力でどんどん変えられますので、それを期待いた
しましょう。 
先ほども触れましたが、介護人材の不足を解決
する方法は、第一が生産性向上です。第二が処遇
の改善と社会的地位向上、最後が外国人材の順だ
といつも主張しています。 
そこで2番目をめぐる政策対応について触れて
おきます。この10月から、介護福祉士として10年
介護現場で働いてこられた方の月あたり報酬を8
万円上げることができる介護報酬の純増が行わ
れます。ベテランの年収を一気に96万円上げるた
めの計算を行い、その合計額に見合った報酬増が
介護給付費分科会で決められました。年間2,000
億円にあたります。介護保険財政の負担割合は決
まっているので、うち国の政府が500億円支出し
ます。この財政厳しき折に。介護経営者は、資本
費用などに流用してはいけません。山田さんのポ
ケットには入りません（笑い）。働く人にだけ。 
ただし、介護従事者のうち、ベテランの介護職
だけに行くと、まだ勤続の短い介護職、あるいは
他の職種から不満が出るかもしれないので、半分
までは他の従事者に回してもいい。介護事業所に
勤める、ベテランではない介護職、あるいは看護
師や療法士、調理師などに分けてもよい。介護福
祉士10年の方に半分給付すると、4万円月収が上
がります。また少なくとも1人は年収440万円の報
酬にしなくてはなりません。夫婦それぞれが年収
440万円となれば、他の対人サービス業より良い
水準と言えるでしょう。そうした画期的な政策が
動き出します。 
そうした進展もお伝えし、また4人それぞれ言
っていただいた若者への期待を含めて、このシン
ポジウムを終わります。会場の皆さんも、最後ま
でありがとうございました。これで、大学側とし
ての本日の使命も果たせたのではないかと自負
します。4人の先生方に深く感謝いたします。 
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